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 丸亀市内の空き家を有効活用し、県外からの企業の誘致や移住・定住の促進を図るため、県外の法人事業者

又は個人事業主（以下「事業者」）が購入した空き家（以下「対象物件」）を、事業所として改修する経費の一

部を補助します。 

１．補助対象者 

(1)法人事業者：会社法上の本店が香川県外にある法人 

(2)個人事業主：税務署に個人事業の開業届出書及び所得税の青色申告承認申請書を提出している方 

２．補助対象事業 

 補助金の交付対象となる事業は、以下に掲げる全ての要件を満たす必要があります。 

□対象物件を自ら使用する事業所として改修すること。 

□対象物件は、香川県が運営する「かがわ住まいネット」（空き家バンク）に登録された一戸建ての住宅又は併用

住宅で、現に居住等をしていない物件であること。 

□事業者が、対象物件の延べ面積の２分の１以上を事業所として補助対象事業の完了の日から３年以上使用

する予定であること。 

□法人事業者の場合、対象物件で勤務する法人事業者の従業員のうち１名以上が、個人事業主の場合は自ら

が、丸亀市に転入して３年未満の移住者（以下「対象移住者」）（丸亀市への定住を目的として住民票を移

した者で、住民票を移す直前に連続して３年以上県外に在住）であること。 

□改修した対象物件で、事業者、その従業員、訪問者等がテレワークを行うためのインターネット環境を整えること。 

□補助対象経費が 50 万円以上であること。 

□同一の補助対象事業について国庫補助金、香川県補助金又は市の補助金が交付されていないこと。 

３．補助金の額 

 補助対象経費に２分の１を乗じた額（当該額に 1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、

補助上限額について、法人事業者は 400 万円、個人事業主は 200 万円とします。 

４．補助対象経費 

(1)家屋改修費：家屋の改修工事に要する経費（耐震診断に要する経費、家財道具の処分に要する経費及び

対象物件と構造上一体となっていて、通常必要と認められる設備工事（電気、ガス、給排水、空調、トイレ等）

に要する経費を含みます。） 

(2)通信環境整備費：Wi-Fi 環境整備費、電話・通信回線工事費、セキュリティ関連機器等、通信設備の導入

に係る経費（月額利用料等の維持費は除きます。） 

５．申請方法 

 補助対象事業の要件を満たし、申請を希望する事業者は、次の書類を提出してください。 

①丸亀市空き家活用型サテライトオフィス等整備事業補助金交付申請書（様式第１号） 

②事業計画書（様式第１号別紙１） 

③誓約書（様式第１号別紙２） 

香川県外の法人事業者・個人事業主の皆さんへ 
丸亀市内の空き家を事業所として改修する経費を補助します！ 

【法人事業者は最大400万円、個人事業主は最大200万円】 

締切：令和７年８月29日(金) 



④法人事業者は登記簿謄本、個人事業主は個人事業の開業届出書及び所得税の青色申告承認申請書の写し 

⑤許認可を必要とする業種の場合は、営業許可証の写し 

⑥対象物件の所有権が確認できる書類 

⑦対象物件の図面等（対象物件の２分の１以上を事業所として使用することが分かる書類） 

⑧対象物件の位置図 

⑨対象物件の現況写真 

⑩補助対象経費の合計額が確認できる書類（内訳を含みます。） 

⑪対象移住者が転入前３年間に丸亀市に居住していないことを証する書類（戸籍の附票、住民票の除票） 

⑫その他市長が必要と認める書類（テレワーク環境の整備計画が分かる書類など） 

※⑤及び⑩を交付申請時に提出できない場合は、実績報告時に提出するものとします。 

※事業の効率的な実施を図るため、補助金交付決定前に事業に着手する場合は、丸亀市空き家活用型サテ

ライトオフィス等整備事業補助金交付決定前着手届（様式第２号）の提出が必要です。 

６．補助金交付の決定 

交付申請書等を審査の上、適当と認めたときは、補助金の額を決定し通知します。 

７．実績報告 

 補助対象事業が完了した日から起算して１月を経過した日又は交付決定に係る会計年度の２月末日のいず

れか早い日までに、次の書類を提出してください。 

①丸亀市空き家活用型サテライトオフィス等整備事業補助金実績報告書（様式第８号） 

②事業報告書（様式第８号別紙） 

③補助対象経費の合計額の請求書の写し（内訳を含みます。） 

④補助対象経費の合計額を支払ったことが確認できる書類の写し 

⑤対象物件の完成写真（外観、内観及び修繕箇所）及び購入物品の写真 

⑥その他市長が必要と認める書類（テレワーク環境の整備状況が分かる書類など） 

８．補助金交付の確定 

 実績報告書等を審査の上、適当と認めたときは、補助金の額を確定し通知します。通知後に、丸亀市空き家活

用型サテライトオフィス等整備事業補助金請求書（様式第 10 号）を提出してください。請求書に基づいて補助

金を交付します。 

９．手続きの流れ 

①交付申請 → ②審査・交付決定 → ③事業開始 → ④事業終了 → ⑤実績報告  

→ ⑥交付額の確定 → ⑦請求書の提出 → ⑧補助金の交付  ※  が申請者にしていただく手続きです。 

10．その他 

補助対象外事業のほか、事業計画の変更、事業の廃止、事故報告の際に必要な手続きや、交付決定を取り

消すケースなどについて、丸亀市空き家活用型サテライトオフィス等整備事業補助金交付要綱に定めていますので、

内容を確認し遵守してください。 

11．問合せ先 

〒763-8501 丸亀市大手町二丁目４番 21 号 丸亀市市長公室政策課（庁舎４階） 

TEL 0877-24-8839 FAX 0877-24-8860  

E-mail:seisaku-k@city.marugame.lg.jp ホームページにも掲載しています。 
申請書のデータもダウンロードできます。 


